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新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対する 

サービス継続支援事業の実施について 

 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり「新型コロナウイルス感染症に係る障

害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業実施要綱」を定め、令和

３年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 



 

 

 

（４）障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業 

施設・事業所が、感染防止対策を継続的に行うため、衛生用品等の購入に必要

な経費を支援する。また、都道府県において当該支援を実施するために必要な経

費を補助する。 

ア 対象施設・事業所 

全ての施設・事業所を対象とする。ただし、令和３年度新型コロナウイルス

感染症感染拡大防止継続支援補助金及び令和３年度新型コロナウイルス感染

症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業におけ

る介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業の補助金交付を受

ける場合は、本事業の対象としない。 

なお、具体的な対象サービス種別は、別添３に規定する。 

イ 助成額（基準単価）及び対象経費 

別添３に規定する。 

 

４ その他留意事項 

（１）助成の申請手続 

ア 経費の助成を受けようとする施設・事業所は、原則として当該施設・事業所

が所在する都道府県知事（施設・事業所が指定都市又は中核市に所在する場合

には指定都市又は中核市の長。以下「都道府県知事等」という。）に対してそ

の旨の申請を行う。 

イ 複数の施設・事業所を有する障害福祉サービス等事業者は、同一の都道府県

等に所在する施設・事業所について、一括して申請することができる。 

ウ 感染症の拡大を防ぐ観点から、申請方法は、申請書類の郵送又は電子メール

等を基本とする。やむを得ず都道府県等の窓口で申請受付を行う場合は、受付

窓口の分散や消毒薬の配置といった感染拡大防止策の徹底を図ることとする。 

（２）都道府県等の事務 

都道府県等は、障害福祉サービス等事業者からの申請に基づき、助成の対象と

なる施設・事業所であるか確認し、助成額を決定する。 

 

５ 国の補助 

国は、本事業に要する経費について、別に定める交付要綱に基づき、予算の範囲

内で補助するものとする。 

なお、障害福祉サービス等報酬及び他の国庫補助金等で措置されているものは、

本事業の対象としない。 

  


